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平成 21 年 2 月に国税庁長官官房企画課より公表された，『平成 19 年度分税務統計から見
た法人企業の実態－会社標本調査結果報告－』によると，わが国の平成 19 年度分の法人数
は，259 万 4,214 社存在する。そのうち連結親法人は 685 社，連結子法人は，6,130 社存在



























































徴についても考察している。その結果，イギリスおよび IASB の IAS/IFRS の国内導入に際
し生じる，企業規模に基づく会計基準の二元化問題へのアプローチは，申告調整を前提と
したアプローチであることを明らかにしている。 
終章では，わが国の指針が公表された経緯は，外形的にはイギリスのアプローチと共通
性を有するものの，企業規模に基づく公正処理基準の二元化を認容する会社法の施行が，
結果的には，わが国がイギリスに先行した経緯について明らかにしている。更に，指針の
特徴は，ドイツと同様，「逆基準性」の採用に認められるのであるが，ドイツでは，2010 年
に施行予定の「商法会計法現代化法（案）」には，逆基準性の廃止が盛り込まれており，そ
の対応策として，わが国同様，企業規模により「商事貸借対照表」と「税務貸借対照表」
の分離が検討されている現状についても明らかにしている。 
その結果，わが国の場合，IAS/IFRS の国内導入に際し生じる，企業規模に基づく会計基
準の二元化問題については，各法規に定めのある「公正処理基準」と「逆基準性」の組合
せに基づく「間接型逆基準性アプローチ」を採用した混合型の確定決算基準によりその解
決が図れることを論証している。 
 
 
